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被害認定調査・罹災証明書
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被害の程度 全 壊 大規模半壊 中規模半壊 半 壊 準半壊
準半壊に

至らない

（一部損壊）

損害基準判定

（住家の主要な構成要素の経済
的被害の住家全体に占める損害
割合）

50％以上
40％以上

50％未満

30％以上

40％未満

20％以上

30％未満

10％以上

20％未満
10％未満

■災害の被害認定基準（令和３年６月24日付府政防６７０号内閣府政策統括官（防災担当））

■災害に係る住家の被害認定基準運用指針（平成13年作成、令和３年最終改定）

・市町村が災害により被害を受けた住家の被害認定を迅速かつ的確に実施できるよう、地震・
水害・風害等の災害ごとに住家の経済的被害の標準的な調査方法を定めたもの

・固定資産評価を参考に、原則として、部位（基礎、柱等）別の損害割合を算出し、それらを合計
して住家全体の損害割合を算出して判定

市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申

請があつたときは、遅滞なく、住家の被害その他当該市町村長が定める種類の被害の状況を調査し、

当該災害による被害の程度を証明する書面（次項において「罹災証明書」という。）を交付しなければ

ならない。（災害対策基本法第90条の２第１項）

被害認定基準運用指針について
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災害に係る住家の被害認定におけるフロー:(例)
木造・プレハブ 【地震による被害の例】
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災害に係る住家の被害認定におけるフロー:(例)
木造・プレハブ 【水害による被害の例】
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住家の被害認定調査の迅速化・効率化手法について
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航空写真等を活用した被害認定調査の例

１．航空写真を活用した事例

○平成23年東北地方太平洋沖地震に係る住家被害については、以下の方法により被害を認定。
①航空写真又は衛星写真を活用して、対象住家が津波により流出したかどうか確認
②流失した住家については、全壊と判定

○平成30年西日本豪雨において、土砂災害警戒区域などの調査員の立ち入りが難しいエリアに
おいては、航空写真を活用した判定を行い、流出など明らかに「全壊」と判断できる事例について
適用した。

２．自己判定方式を活用した事例

○平成26年11月の長野県神城断層地震によって生じた被害の状況に対する証明書のうち、
「半壊に至らない」の被害を受けたことにより、共済の見舞金等の請求に必要なものについては、
罹災証明書等交付申請書、被害のわかる写真の書類提出により、罹災証明書を交付した。

○平成28年４月の熊本地震において、第１次調査では被災者が持参した写真を元に被害程度の
聴き取りを行い、「半壊に至らない」の判定となることについて被災者が納得した場合には、
その場で罹災証明書を交付した。

⇒ 上記事例について、「災害に係る住家被害認定業務実施体制の手引き」で紹介している。
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被災者支援
システム
未導入

クラウド型被災者支援システム

住民基本台帳

避難所入退所管理
(マイナンバーカード利用の機能

を一部実装)

X社製
被災者支援
システム

B市

被災者台帳

オンライン申請
（マイナポータル利用）

被災情報
（住家の被害等）

・平時からの住民記録のバック
アップデータの確保により、
庁舎被災時の業務継続が可能

コンビニ交付

①被災者支援システム機能

住民情報
（住所、氏名、年齢等）

避難所受付

被災者台帳機能

窓口・郵送での
受付・交付にも対応

データ連携

・クラウドの利用により、導入や
運用に係るコストを低減

被災者台帳の活用による
・被災状況に応じた

援護対象者の抽出
・被災者の被害状況・居所等の共有
・援護の実施状況等の確認 等

避難所関連機能

避難行動要支援者関連機能

②オンライン申請・コンビニ交付等機能

・避難行動要支援者名簿・
個別避難計画等の
作成・更新促進（※）

・災害時の支援の迅速化等

・避難所運営管理の効率化(※)

・自宅や遠隔地から被災者支援手続
の申請が可能

・コンビニエンスストアでの
罹災証明書・被災証明書の交付
により、密を回避

・導入済みの既存システムとの
データ連携も可能

証明書等
発行機能

※令和３年度に開発し、令和４年度
より運用開始。
一部機能は令和４年度以降に開発
予定。

自己判定方式を希望する方は
電子申請時に写真の登録も可能
→自治体職員は現地調査の必要なし

（参考）クラウド型被災者支援システムの概要
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